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請求の趣旨  

１ 原告が、被告の党員たる地位にあることを確認する  

２ 被告は、原告に対し、５５０万円及びこれに対する令和５年２月５

日から支払済みまで年３分の割合による金員を支払え  

３ 訴訟費用は被告の負担とする  

との判決並びに仮執行宣言を求める。  

 

請求の原因  

第１ 事案の概要  

本件は、被告の党員であった原告が、被告党首に立候補するに先立ち、

２０２３（令和５）年１月に『シン・日本共産党宣言  ヒラ党員が党首

公選を求め立候補する理由』（文藝春秋、２０２３年。以下「本件書籍」

という。甲１）を出版したところ、被告京都南地区委員会（以下「本件

地区委員会」という。）から日本共産党規約に定める分派活動等に当たり

同規約に違反するという理由で除名処分（以下「本件除名処分」という。）

を受け（甲２）、被告党首に立候補することができなくなったことから、

被告に対して本件除名処分の違法・無効を前提とする被告の党員たる地

位の確認を求める（以下「本件確認請求」という。）とともに、本件除名

処分が手続的及び実体的に違法であり、加えて被告が本件除名処分や本

件除名処分を前提とする被告発行の新聞記事を公表したことにより、原

告の名誉・信用・人格権等が毀損・侵害されたとして、民法７０９条に
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基づき、慰謝料等の支払を求める（以下「本件損害賠償請求」という。）

事案である。 

 

第２ 当事者  

１ 被告は、「民主主義」（日本共産党規約２条・甲３）を組織原則とし

て規定する日本の政党である。  

２ 原告は、被告の元党員である。  

 

第３ 本件確認請求に関する主張  

１ 本件確認請求における主な争点  

本件除名処分は、政党という政治団体が所属党員である原告に対し

て行ったものであるから、本件除名処分に司法審査が及ぶか、すなわ

ち本件確認請求は裁判所法３条１項が定める法律上の争訟性を有する

か、法律上の争訟性を有するにもかかわらず司法審査の対象外とする

憲法上の根拠があるかが争点となる。  

そこで、まず、本件確認請求が「法律上の争訟」（裁判所法３条１項）

に該当し、司法審査の対象外とする憲法上の根拠も存在しないことを

明らかにした上で（後述２）、本件除名処分には再審査手続を含めて、

手続上に重大な違法があること（後述３）、実体上も規約の定める処分

要件を満たさないことから重大な違法があり（後述４）、本件除名処分

が無効であることを論じる。  
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２ 本件除名処分は司法審査の対象となる  

⑴ 共産党袴田事件最判は判例変更すべきである  

共産党袴田最判（最３小判昭和６３年１２月２０日集民１５５号

４０５頁）は、「政党の結社としての自主性」のみを根拠に、政党の

処分の当否に対しては、説示①「一般市民法秩序と直接の関係を有

しない内部的な問題にとどまる限り、裁判所の審査権は及ばない」

と判断した。また、説示②「一般市民としての権利利益を侵害する場

合」であっても、自律的に定めて法規範があるときは、これが公序良

俗に反するか否かを審査したうえで当該法規範に基づき、こうした

法規範がないときは条理に基づき、適正な手続に則ってなされたか

否かにより決すべきであると判断している。具体的な判決文の説示

は次のとおりである（下線及び太字、①②は、原告訴訟代理人によ

る。）。  

政党の結社としての自主性にかんがみると、政党の内部的自律

権に属する行為は、法律に特別の定めのない限り尊重すべきであ

るから、政党が組織内の自律的運営として党員に対してした除名

その他の処分の当否については、原則として自律的な解決に委ね

るのを相当とし、したがって、①政党が党員に対してした処分が一

般市民法秩序と直接の関係を有しない内部的な問題にとどまる限

り、裁判所の審判権は及ばないというべきであり、他方、②右処分

が一般市民としての権利利益を侵害する場合であっても、右処分

の当否は、当該政党の自律的に定めた規範が公序良俗に反するな

どの特段の事情のない限り右規範に照らし、右規範を有しないと
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きは条理に基づき、適正な手続に則ってされたか否かによって決

すべきであり、その審理も右の点に限られるものといわなければ

ならない。  

しかしながら、共産党袴田最判は、小法廷限りの判断であること

に加え、民集登載判例でないことから、その先例的価値はない。仮

に、先例としての通用力があるとしても、上記説示は判例変更され

るべきである。  

⑵ 令和２年最大判は地方議会に部分社会の法理を認めた昭和３５年

最大判を判例変更した  

その理由の１つは、令和２年最大判（最大判令和２年１１月２５

日民集７４巻８号２２２９頁）が、地方議会における出席停止の懲

罰の適否は司法審査の対象にならないと判断していた昭和３５年最

大判（最大判昭和３５年１０月１９日民集１４巻１２号２６３３頁）

を判例変更したことにある。  

まず、令和２年最大判は、昭和３５年最大判を判例変更するにあ

たり、「自律的な法規範をもつ社会ないしは団体に在つては、当該規

範の実現を内部規律の問題として自治的判断に任せ、必ずしも、裁

判をまつを適当としないものがある」との説示を完全に削除した。  

また、令和２年最大判は、司法審査において認められる議会の裁

量についても、「議会に一定の裁量が認められる」として「一定の」

という限定をしている。  

⑶ 「憲法上の根拠」なく「法律上の争訟」の要件に該当する場合に
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司法審査を拒絶すれば憲法３２条・憲法７６条１項に違反する  

ア  司法審査の対象外とするためには「憲法上の根拠がある場合」

に厳格に限定される  

行政法学者でもある宇賀克也裁判官は、令和２年最大判におけ

る補足意見として、以下のように述べている。  

法律上の争訟は、①当事者間の具体的な権利義務ないし法律関

係の存否に関する紛争であって、かつ、②それが法令の適用によ

り終局的に解決することができるものに限られるとする当審の

判例（最高裁昭和５１年（オ）第７４９号同昭和５６年４月７日

第三小法廷判決・民集３５巻３号４４３頁）に照らし、地方議会

議員に対する出席停止の懲罰の取消しを求める訴えが、①②の要

件を満たす以上、法律上の争訟に当たることは明らかであると思

われる。  

法律上の争訟については、憲法３２条により国民に裁判を受け

る権利が保障されており、また、法律上の争訟について裁判を行

うことは、憲法７６条１項により司法権に課せられた義務である

から、本来、司法権を行使しないことは許されないはずであり、

司法権に対する外在的制約があるとして司法審査の対象外とす

るのは、かかる例外を正当化する憲法上の根拠がある場合に厳格

に限定される必要がある。  

このような令和２年最大判の説示を前提とすれば、法律上の争

訟の①②の要件を満たす以上、司法審査をしなければ、憲法３２条
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を侵害するとともに、憲法７６条１項にも違反するもことになる。

また、その例外が許容されるのは、あくまでも「憲法上の根拠があ

る場合」に厳格に限定される。  

イ  八幡製鉄最大判によれば「憲法は政党について規定するところ

がなく、これに特別の地位を与えてはいない」  

ところが、共産党袴田最判が司法審査を限定した根拠は、「政党

の結社としての自主性」のみである。周知のとおり、八幡製鉄最大

判（最大判昭和４５年６月２４日民集２４巻６号６２５頁）は、政

党について次のように判断している。  

憲法は政党について規定するところがなく、これに特別の地位

を与えてはいないのであるが、憲法の定める議会制民主主義は政

党を無視しては到底その円滑な運用を期待することはできない

のであるから、憲法は、政党の存在を当然に予定しているものと

いうべきであり、政党は議会制民主主義を支える不可欠の要素な

のである。そして同時に、政党は国民の政治意思を形成する最も

有力な媒体であるから、政党のあり方いかんは、国民としての重

大な関心事でなければならない。  

この説示からも明らかなとおり、「憲法は政党について規定する

ところがなく、これに特別の地位を与えてはいない」ため、「政党

の結社としての自主性」なるものは、例外を正当化する憲法上の根

拠とは到底いえない。  

また、同判決のいうとおり「政党のあり方いかんは、国民として
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の重大な関心事」であることから、政党による処分全般についても、

ブラックボックスにするべきではなく、全面的な司法審査に服す

るべきである。さらに、「政党は議会制民主主義を支える不可欠の

要素」であると同時に「政党は国民の政治意思を形成する最も有力

な媒体」であることから、政党の規約についても、それが「議会制

民主主義を支える不可欠の要素」たる政党にふさわしい「国民の政

治意思を形成する」ためのものでなければならない。  

ウ 憲法２１条１項の保障する「結社の自由」は「憲法上の根拠があ

る場合」に該当しない  

なお、被告にも、公権力との関係で、憲法２１条１項が保障する

「結社の自由」の保障が及ぶとしても、憲法３２条及び憲法７６条

１項に違反する例外を許容する「憲法上の根拠」たり得ないことは

いうまでもない。  

たとえば、国労広島地本最判（最３小判昭和５０年１１月２８日

民集２９巻１０号１６９８頁）は、労働組合が徴収する臨時組合費

に納入義務があるか否かという団体内部の紛争であっても、その

義務の有無について、「問題とされている具体的な組合活動の内

容・性質、これについて組合員に求められる協力の内容・程度・態

様等を比較考量し、多数決原理に基づく組合活動の実効性と組合

員個人の基本的利益の調和という観点から、組合の統制力とその

反面としての組合員の協力義務の範囲に合理的な限定を加えるこ

とが必要である」として、労働組合に裁量を認めることは、裁判所

が自ら比較考量をしている。労働組合にも憲法２１条１項の保障
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する「結社の自由」が保障されることは言うまでもないところ、労

働組合が徴収する臨時組合費という団体の純然たる内部事項であ

るにもかかわらず、最高裁はその当否を審査したのである。  

本件で問題となるのは、こうした純然たる内部事項の問題では

なく、除名処分という党員に対して下される最も重い処分である。

上記のとおり、政党が「特別の地位」を有しない以上、労働組合と

同様に、全面的な司法審査が及ぶべきである。  

⑷ 本件除名処分に関する司法審査のあり方  

ア 本件除名処分は当然に司法審査の対象となる  

当然のことながら、本件除名処分は、原告の共産党員としての権

利及び義務（日本共産党規約（甲３）５条等）を失わせしめるにと

どまらず、後述（４⑵）のとおり、比例代表選出議員として立候補

する自由を剥奪し、原告の名誉権、信用を含む人格権をも侵害する

ものであるから、共産党袴田最判の判例変更をせずとも、「一般市

民法秩序と直接の関係を有しない内部的な問題」とは到底いえず、

司法審査の対象になることはいうまでもない。  

しかしながら、政党の自主性なるものが「憲法上の根拠」でない

ことは明らかであるから、法律上の争訟の要件①②を満たす以上、

全面的な司法審査の対象になり、「一般市民法秩序と直接の関係を

有しない内部的な問題」を司法審査の対象から排除する理由は一

切ない。  
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イ 本件除名処分につき被告の裁量は認められない  

共産党袴田最判は、「当該政党の自律的に定めた規範が公序良俗

に反するなどの特段の事情のない限り右規範に照らし、右規範を

有しないときは条理に基づき、適正な手続に則ってされたか否か

によって決すべきであり、その審理も右の点に限られるものとい

わなければならない」と判断している。当該説示を前提としても、

「適正な手続に則ってなされたか否か」（手続的違法事由）のみな

らず、政党による処分が「政党が自律的に定めた規範」ないし「条

理」に適合するか否かや「政党の自律的に定めた規範」が「公序良

俗に反する」か否か（実体的違法事由）についても、裁判所が審査

できることはいうまでもない。  

また、令和２年最大判は地方議会に「一定の裁量」を認めている

ものの、共産党袴田最判は、政党に「一定の裁量」すら認めていな

い。このことは、地方議会については、令和２年最大判の宇賀裁判

官補足意見が指摘するとおり、「地方議会の自律性」が憲法上認め

られるのに対し、政党については、八幡製鉄最大判が「憲法は政党

について規定するところがなく、これに特別の地位を与えてはい

ない」ことからも明らかである。  

したがって、裁判所は、本件除名処分につき、上記の手続的違法

事由だけでなく、実体的違法事由についても、全面的に司法審査を

しなければ憲法３２条及び憲法７６条１項に違反する。  
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３ 本件懲戒処分の手続は違法である  

⑴  支部が行うべき除名処分を特別な事情もないのに地区委員会が行

ったこと（規約５０条）に係る違法  

ア 規約５０条の内容  

規約５０条は、除名処分を含む党員に対する処分につき、次のと

おり規定する（下線は原告代理人による。）。  

党員にたいする処分は、その党員の所属する支部の党会議、総

会の決定によるとともに、一級上の指導機関の承認をえて確定さ

れる。特別な事情のもとでは、中央委員会、都道府県委員会、地

区委員会は、党員を処分することができる。この場合、地区委員

会のおこなった処分は都道府県委員会の承認をえて確定され、都

道府県委員会がおこなった処分は中央委員会の承認をえて確定

される。  

このように、除名処分を含む党員に対する処分は、原則として、

その党員の所属する支部の党会議、総会の決定によると定められ

ている（第１文）。例外的に地区委員会等が行うことができるのは、

あくまでも「特別な事情」という例外的な場合に限られる（第２文）。 

イ 支部の同意は「特別な事情」の重要な考慮要素である  

このように、規約５０条第２文は、党員に対する処分権限は、原

則として、当該党員が所属する党の基本的組織（規約３８条）たる

支部の権限であるにもかかわらず、これを強制的に地区委員会等

に移譲させるものである。こうした例外的な位置づけを踏まえれ



17 

ば、「特別な事情」（規約５０条）という要件は、限定的・制限的に

解釈適用されるべき手続規定である。しかも、規約５４条が「除名

は、党の最高の処分であり、もっとも慎重におこなわなくてはなら

ない。」と定めていることからすれば、「特別な事情」の有無の判断

において、除名処分等を行うことについての被処分者の属する支

部あるいは支部委員会の同意の有無が重要な考慮要素となる。  

ウ 本件では支部の同意はなく「特別な事情」も存在しない  

ところが、本件では、本件除名処分時において原告が属していた

支部である日本共産党京都南地区委員会・新日プロセス支部（以下

「本件支部」という。）の会議及び支部の指導部である支部委員会

の会議は開催されておらず、本件除名処分を行うことについて本

件支部及び本件支部委員会の同意はなかった。なお、地区委員会か

ら電話を受けたとされる支部委員も、本件除名処分を行うことに

ついて同意していない。  

本件支部が事実上崩壊状態にあるなど機能していないという事

実もなかったのであるから、「特別な事情」が存在するとは到底い

えない。このように、本件地区委員会には、原告の除名処分を行う

権限はなかったのであるから、本来除名処分をする権限のない機

関（地区委員会）が本件除名処分を行うという手続上の瑕疵がある。 

エ 被告の「特別な事情」に係る主張には理由がない  

これに対し、被告の京都地区委員会常任委員会が原告に対して

交付した２０２３（令和５）年２月６日付けの除名処分通知書（甲
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２。以下「本件除名通知書」という。）においては、「あなたの所属

する党組織は南地区委員会・新日プロセス支部ですが、あなたがす

でに全国メディアや記者会見などで公然と党攻撃を行っていると

いう『特別な事情』にかんがみ、同支部委員会の同意のもと、党規

約第５０条にもとづき、南地区委員会常任委員会として決定した

ものです。」と記載されている。  

しかしながら、全国メディアや記者会見等を行うことは党員の

表現の自由（憲法２１条１項）であり、被告は「意見がちがうこと

によって、組織的な排除をおこなってはならない」（規約３条５号）

ことにも照らすと、上記例外的な手続規範である「特別な事情」を

抽象的で漠然とした「党攻撃」という過度に広汎な意味合いで捉え

る解釈・適用は許されるものではない。  

また、前記ウのとおり本件支部委員会の同意があったという事

実はなく、上記のとおり、これは「特別な事情」の有無を判断する

ための重要な考慮要素となるべきであることから、やはり「特別な

事情」は認められないものというべきである。  

オ  適正手続を没却する重大な手続違法があり、公序良俗違反があ

る  

したがって、本件では、本件支部が行うべき除名処分を「特別な

事情」もないのに本件地区委員会が行ったこと（規約５０条）に係

る手続上の違法がある。そして、その違法性の程度は適正手続を没

却するような重大なものであるから、本件除名処分は公序良俗（民

法９０条）に反する違法かつ無効なものである。  
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⑵ 意見表明手続（規約５５条前段、５条１０項）に係る違法  

ア 規約５条１０項、５５条前段等の内容  

規約は除名処分に関して以下のとおりの規定を置いている。  

第５４条 除名は、党の最高の処分であり、もっとも慎重におこ

なわなくてはならない。党員の除名を決定し、または承認する

場合には、関係資料を公平に調査し、本人の訴えをききとらな

くてはならない。  

第５条１０項  自分にたいして処分の決定がなされる場合には、

その会議に出席し、意見をのべることができる。  

第５５条前段  党員にたいする処分を審査し、決定するときは、

特別の場合をのぞいて、所属組織は処分をうける党員に十分意

見表明の機会をあたえる。  

イ  除名処分を決する会議で意見を述べる権利は現実に行使可能な

程度に告知されるべきである  

このように、党員の除名処分決定がなされる場合には、党員には

除名処分を決定する会議に出席して十分に意見を表明する権利が

付与されなければならない旨規定されており（規約５条１０項、５

５条前段）、除名処分が党員の資格をはく奪する最も重大な処分で

あって、除名手続は最も慎重に行われる必要があること（規約５４

条）にも照らすと、除名処分を決定する会議に出席して意見を述べ

る権利については、現実にその権利が行使可能な程度に、除名の対

象となった党員に対しその権利が告知・通知される必要があるも
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のと解すべきである。  

なお、共産党袴田最判の事案では、日本共産党側は、除名処分を

行った者（元党員の袴田氏）に対して、除名処分を決定する会議の

場への「出頭要請」を行っている。すなわち、同事件の控訴審判決

（東京高判昭和５９年９月２５日判時１１３４号８７頁）で確定

した事実関係では、「党員に対する除名処分は党としての最も重い

制裁であるところから、党統制委員会としては控訴人から十分な

弁明を聴いたうえで処分を決めようとしたが（党規約第６９条第

１項にも、本人に十分な弁明の機会を与えなければならないと規

定されている。）、前述のとおり控訴人が出頭を拒否した」と判示さ

れているとおり、具体的な会議の開催日時・場所を告げた上で出頭

を要請したが、これを袴田氏が拒否したという事案であった。この

ような被告の従前の運用に照らしてもみても、除名処分を決定す

る会議に出席して意見を述べる党員の権利が現実にその権利が行

使可能な程度に告知・通知されない場合には、手続上の違法がある

というべきである。  

ウ  原告が除名処分を決する会議で意見を述べる権利についての告

知はなかった  

本件では、「関係資料」の「調査」に係る手続自体は２０２３（令

和５）年２月２日に被告日本共産党京都南地区委員会によって実

施されたものの、原告が除名処分を決定する会議に出席して意見

を述べる権利を行使することに関しては、いつ、どこで、その会議

が実施されるかを含めて原告に対する一切の告知がされなかった
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（なお、同時期に被告である日本共産党を除名された鈴木元氏に

は、具体的な日時及び場所の告知や通知があったため、同氏は同様

の会議に出席することができている。）。  

そのため、原告は、除名処分を決定する会議に出席して意見を述

べる権利について、現実にその権利が行使可能な程度に告知・通知

されておらず、そのため本件除名処分を決定する２０２３（令和５）

年２月５日の本件地区委員会常任委員会の会議への出席すら叶わ

なかったのであり、党員としての十分な意見表明の機会を実質的

に付与されなかったのである。  

エ  本件除名処分それ自体には、適正手続を没却する重大な手続違

法があり、公序良俗違反がある  

したがって、本件除名処分については、原告が除名処分を決定す

る会議に出席して意見を述べる権利について、現実にその権利が

行使可能な程度に告知されるという手続きが経られていないから、

規約５５条前段、５条１０項に係る違法あるいはこれらの規定の

趣旨に反する違法がある。そして、その違法性の程度は適正手続を

没却するような重大なものであるから、本件除名処分は公序良俗

（民法９０条）に反する違法かつ無効なものである。  

⑶ 再審査手続（規約５５条後段）に係る違法  

ア 規約５５条後段の内容  

規約５５条後段は、除名処分に係る再審査の手続きについて、

「処分をうけた党員は、その処分に不服であるならば、処分を決定
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した党組織に再審査をもとめ、また、上級の機関に訴えることがで

きる。被除名者が処分に不服な場合は、中央委員会および党大会に

再審査をもとめることができる。」と定めている。  

イ  再審査では、党大会で再審査請求を求める者の意見表明の機会

が付与されるべきであり、民主的な議論がつくされたうえで最終

的に多数決で決するという手続がとられるべきである  

除名処分は「もっとも慎重におこなわなくてはならない」ことか

ら、その再審査の手続についても慎重な手続で行われる必要があ

る。また、規約の付則は、「中央委員会は、この規約に決められて

いない問題については、規約の精神にもとづいて、処理することが

できる。」（規約５６条）としていることや、「民主集中制」の原則

に関する規約３条柱書が「党は、党員の自発的な意思によって結ば

れた自由な結社であり、民主集中制を組織の原則とする。その基本

は、つぎのとおりである。」とし、同条１号が「党の意思決定は、

民主的な議論をつくし、最終的には多数決で決める。」と規定して

いることにも照らすと、「党大会」における「再審査」（規約５５条

後段）の手続は、党大会において民主的な議論が尽くされたうえで、

最終的に多数決で決するという手続によるべきである。  

加えて、再審査自体も「処分の決定」（５条１０項）に含まれう

るものであり、あるいは、前述した規約５４条や５５条前段の内容

ないしこれらの趣旨を考慮すると、党大会において少なくとも除

名処分の再審査請求を求める者の意見表明の機会が付与されるべ

きである。  
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ウ 再審査を一部の党幹部が行い、党大会で「報告」し承認を得ると

いう手続は違法である  

上記のことに関し、党大会の一部の者（例えば一部の党幹部で構

成される組織）で事前に除名処分についての決定が行われ、その決

定の結果が党大会において報告され、その報告内容に基づき除名

が妥当である旨の承認がされるという再審査の手続は、「党大会」

が「最高機関」（規約１９条）であるにもかかわらず実質的に一部

の党員のみが「最高機関」として決定をするに等しいものというべ

きであって、上記３条柱書・１号の民主集中制や多数決原則に反す

るほか、除名処分は「もっとも慎重におこなわなくてはならない」

とする規約５４条前段の趣旨にも反するものである。  

このように、「再審査」（規約５５条後段）は、党大会において除

名処分の再審査請求を求める者の意見表明の機会が付与され、民

主的な議論がつくされたうえで、最終的に多数決で決するという

手続によるべきであり、このような手続によることなく、例えば、

党大会の幹部らによる報告が行われ、これに対して拍手による承

認がなされるといった手続がとられた場合には、同条後段に係る

違法があるものというべきである。  

エ  本件の再審査では、原告の意見表明の機会はなく、民主的議論

が尽くされることもなく多数決手続もとられなかった  

本件では、２０２４（令和６）年１月１６日、日本共産党第２９

回党大会において、「大会幹部団」が再審査を行った上で再審査「請

求を却下」するとの決定を行い、これを同党大会において「報告」
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し、代議員の拍手による「承認」がされたとの手続がとられたので

あり、原告が同党大会において意見表明の機会を付与されず、民主

的な議論がつくされることもなく、その上で、最終的に多数決で決

するという手続がとられることは全くなかった。  

オ  本件の再審査は、適正手続を没却する重大な手続違法があり、

公序良俗に違反する  

したがって、本件除名処分の再審査についても、規約５５条後段

に係る違法があり、その違法性の程度は適正手続を没却するよう

な重大なものであるから、本件除名処分は公序良俗（民法９０条）

に反する違法かつ無効なものである。  

⑷ 小括：本件除名処分の手続は違法無効である  

以上のとおり、本件除名処分は原告に本件除名処分前に意見を述

べる機会を十分に与えられず、本件支部委員会の同意も無いまま、

処分権限無き本件地区委員会が行った上に、再審査手続においても

意見表明の機会は無いまま「大会幹部団」が決定したのであるから、

本件除名処分は手続上重大な違法があり、無効である。  

 

４ 本件懲戒処分は処分要件を満たさない  

⑴ 被告の主張する処分根拠  

ア 本件通知書における処分根拠  

本件除名通知書（甲２）によれば、本件除名処分は、原告による
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以下の行為①ないし③が、党規約（甲３）の「党内に派閥・分派は

つくらない」（３条４項）、「党の統一と団結に努力し、党に敵対す

る行為は行わない」（５条２項）、「党の決定に反する意見を、勝手

に発表することはしない」（５条５項）に該当することを前提とし

てなされている（以下、処分根拠とされている党規約を「本件各規

約」という。）。  

行為①：原告が、２０２３（令和５）年１月に出版した本件書籍（甲

１）において、「党首公選制」を実施すべきと主張するとともに、

党規約にもとづく党首選出方法や党運営について、「党内に存在

する異論を可視化するようになっていない」、「国民の目から見

ると、共産党は異論のない（あるいはそれを許さない）政党だと

みなされる」と記載したこと  

行為②：原告が、本件書籍（甲１）において、「核抑止抜きの専守

防衛」として、「安保条約堅持」と自衛隊合憲を党の「基本政策」

にすべきと主張したこと、日米安保条約の廃棄、自衛隊の段階的

解消の方針につき「野党共闘の障害になっている」、「あまりにご

都合主義」と記載したこと  

行為③：原告が、『志位和夫委員長への手紙  日本共産党の新生を

願って』（かもがわ出版）を執筆している鈴木元氏に対して、本

件書籍と「同じ時期に出た方が話題になりますよ」と述べたこと  

イ 求釈明：各行為と処分要件の適用関係を明確にされたい  

このように、本件通知書に記載されている処分根拠となる事実
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は、行為①ないし③のみであるが、本件通知書においては、本件各

規約のどの要件にどの事実が該当するのかの適用関係が一切明ら

かにされていない。被告においては、本件除名処分の根拠となる各

事実につき、それぞれ本件各規約のどの要件に該当をするのかを

明らかにされたい。その際、本件書籍における記載の具体的内容及

び該当頁の特定、各党規約の要件の定義の提示及び当てはめ、規約

５条５項の該当性については対象となる「党の決定」についても、

それぞれ明確に主張されたい。  

⑵ 本件除名処分それ自体が公序良俗に反する  

ア  本件除名処分は原告の党首選立候補を阻止するためのものであ

る  

原告が被告の党首に立候補しようとしていたことは、本件書籍

（甲１）のサブタイトルが『ヒラ党員が党首公選を求め立候補する

理由』であることから明らかであるが、本件除名処分は、これを阻

止するべく行われたものである。  

イ  三井美唄炭鉱最大判によれば立候補の阻止は統制権の限界を超

える  

三井美唄炭鉱最大判（最大判昭和４３年１２月４日刑集２２巻

１３号１４２５頁）は、労働組合と組合員という私人間における紛

争でありながら、次のとおり、立候補の自由に対する制約につき、

比較衡量をしたうえで、「立候補を取りやめることを要求し、これ

に従わないことを理由に当該組合員を統制違反者として処分する」
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ことは違法であると判断した（下線は原告訴訟代理人による。）。  

公職選挙における立候補の自由は、憲法１５条１項の趣旨に照

らし、基本的人権の一つとして、憲法の保障する重要な権利であ

るから、これに対する制約は、特に慎重でなければならず、組合

の団結を維持するための統制権の行使に基づく制約であつても、

その必要性と立候補の自由の重要性とを比較衡量して、その許否

を決すべきであり、その際、政治活動に対する組合の統制権のも

つ前叙のごとき性格と立候補の自由の重要性とを十分考慮する

必要がある。  

（中略）統一候補以外の組合員で立候補しようとする者に対し、

組合が所期の目的を達成するために、立候補を思いとどまるよ

う、勧告または説得をすることは、組合としても、当然なし得る

ところである。しかし、当該組合員に対し、勧告または、説得の

域を超え、立候補を取りやめることを要求し、これに従わないこ

とを理由に当該組合員を統制違反者として処分するがごときは、

組合の統制権の限界を超えるものとして、違法といわなければな

らない。  

ウ 党首への立候補の阻止も公職への立候補と同視できる  

本件で問題となるのは、党首への立候補であるが、公職への立候

補と同視できる。なぜなら、現在の選挙制度においては、衆議院（比

例代表選出）議員及び参議院（比例代表選出）議員の選挙に立候補

できるのは、政党に所属する者に限られている（公職選挙法８６条

の２第１項、同法８６条の３第１項）。そのため、本件除名処分に
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より、原告は、党首に立候補する自由を奪われたばかりでなく、比

例代表選出議員として立候補する自由をも奪われたのである。  

しかも、被告においては、前党首である志位和夫氏は、２０２１

年衆議院議員選挙において、名簿登載順位は１位であるとおり（甲

４）、党首になることができれば、その分だけ公職に就任できる機

会が保障される。そうすると、党首に立候補する自由を剥奪するこ

とは、その意味からも、公職の候補者として立候補する自由を剥奪

するものといえる。  

このように本件除名処分により、立候補の自由を侵害するもの

であるのは明らかであるから、三井美唄炭鉱最判の説示が本件に

適用されなければならない。  

エ 本件除名処分は公序良俗に反し違法である  

本件除名処分は、「勧告」または「説得」にとどまらないことは

いうまでもない。それどころか、被告は、原告が書籍を出版するや

否や、拙速に本件除名処分をしているが、本件除名処分に先立ち

「立候補を取りやめることを要求」することすらしていないので

ある。こうした本件除名処分は、三井美唄炭鉱最判の事案と比較し

ても、立候補する自由を強く制限するものであるから、公序良俗

（民法９０条）に反し、違法であるといわなければならない。  

⑶ 規約５条５項第４文は無効である  

ア 規約５条５項第４文  

本件除名処分の根拠の一つである規約５条５項は、次にように
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定めている（下線は原告訴訟代理人による。）。  

党の諸決定を自覚的に実行する。決定に同意できない場合は、

自分の意見を保留することができる。その場合も、その決定を実

行する。党の決定に反する意見を、勝手に発表することはしない。 

このうち、本件除名処分は、第４文である「党の決定に反する意

見を、勝手に発表することはしない」との処分要件に該当するとし

てなされたものと推測されるが、当該条文は、公序良俗に反し無効

である。  

イ  憲法条項に抵触する行為は、不法行為が成立し、公序良俗に反

する  

三菱樹脂最大判（最大判昭和４８年１２月１２日民集２７巻１

１号１５３６頁）によれば、憲法条項は「もつぱら国または公共団

体と個人との関係を規律するものであり、私人相互の関係を直接

規律することを予定するものではない」。  

しかし、同判決が指摘するとおり、「私的支配関係においては、

個人の基本的な自由や平等に対する具体的な侵害またはそのおそ

れがあり、その態様、程度が社会的に許容しうる限度を超えるとき」

には、立法措置による是正のほか「私的自治に対する一般的制限規

定である民法１条、９０条や不法行為に関する諸規定等の適切な

運用によつて、一面で私的自治の原則を尊重しながら、他面で社会

的許容性の限度を超える侵害に対し基本的な自由や平等の利益を

保護し、その間の適切な調整を図る方途も存する」のである。そし
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て、この「個人の基本的な自由や平等」については、絶対視はでき

ないとしながらも、「極めて重要な法益として尊重すべきことは当

然である」と説示しているのである。  

このように、最高裁は、憲法条項に抵触する行為については、た

とえ私人間であるとしても「極めて重要な法益として尊重」してい

る。このことは、立候補する自由に対する制限を違法とした前掲・

三井美唄炭鉱最判からも明らかである。  

また、東京電力が従業員に対して「共産党員ではない」旨の書面

を求めたことにつき不法行為が成立するかが問題となった東電塩

山営業所最判（最２小判昭和６３年２月５日労判５１２号１２頁）

も、「企業内においても労働者の思想、信条等の精神的自由は十分

尊重されるべきである」と判示している。同判決は、結論としては

不法行為の成立こそ認めなかったが、その理由は、共産党との係わ

りの有無を尋ねることに必要性・合理性があること、当該書面交付

の要求は強要にわたるものではないこと、これを拒否することに

よって不利益な取扱いを受ける虞のあることを示唆したり、これ

に応じることによって有利な取扱いを受け得る旨の発言をしたり

した事実はないという違法性を阻却する特段の事情があったから

である。  

このように、たとえ私人間における法律関係であっても、憲法上

の権利を制約する場合、違法性を阻却する特段の事情がない限り、

不法行為が成立し、公序良俗に反するのである。  

ウ  規約５条５項第４文は憲法が保障する「出版」の自由等への侵
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害である  

規約５条５項第４文は、「党の決定に反する意見を、勝手に発表

することはしない。」というものであり、憲法２１条１項の保障す

る「言論」ないし「出版」といった「表現の自由」を制約するもの

であることはいうまでもない。しかも、禁止される表現が「党の決

定に反する意見」であるから、いわゆる表現内容規制に該当する。

仮に、国家権力がこうした表現内容規制を行う場合には、一般的に

は厳格審査基準が適用されるべきものである。  

また、「党の決定に反する」か否かを判断することは容易ではな

いことから、党員に対して著しい萎縮効果を生じせしめるもので

ある。しかも、「勝手に発表することはしない」と定められている

ことからすれば、結局のところ、発表する表現について、事実上、

事前に党のチェックを得る必要があることとなり、これでは憲法

２１条２項が絶対的に禁止している「検閲」と何ら変わらない。こ

のように、党員が一般市民として有している表現の自由を著しく

制約するものであるにもかかわらず、これに変わる代替的な伝達

経路が十分に確保されているともいえない。  

こうした制約は、憲法が保障する表現の自由を著しく制約する

ものであるから、規約５条５項第４文は、公序良俗に反し、無効で

ある。  

⑷ 規約３条４項は党員の義務を定めるものではないから党員には適
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用されない  

また、被告は、本件除名処分の根拠の一つとして、規約３条４項の

「党内に派閥・分派はつくらない」に該当することを挙げるが、そも

そも規約３条は、党の原則を定めるものであり、党員の権利義務を

定めるものではないから、処分根拠足り得ない。  

すなわち、現行規約は、２０００年の第２２回大会において、それ

以前の規約（以下「旧規約」という。）を廃止して制定されたもので

ある。旧規約では、２条の「党員の義務」ひとつとして「全力をあげ

て党の統一をまもり、党の団結をかためる。党に敵対する行為や、派

閥をつくり、分派活動をおこなうなどの党を破壊する行為はしては

ならない。」（同１項）と定められていた。  

これに対し、現行規約３条柱書は、「党は、党員の自発的な意思に

よって結ばれた自由な結社であり、民主集中制を組織の原則とする。

その基本は、つぎのとおりである。」と定めているとおり、その主語

は「党は」である。旧規約の規定ぶりと、現行の規約５条柱書が「党

員の権利と義務は、つぎのとおりである。」と定めていることと比較

すれば、規約３条４項があくまでも「党」を拘束する「基本」を定め

たものであり、党員に適用される余地がないことは文言上明らかで

ある。  

⑸ 本件各規約の処分要件を満たさない  

規約によれば、党員に対する「規律違反」の処分は、「党員が規約

とその精神に反し、党と国民の利益をいちじるしくそこなうとき」
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でなければならない（４８条。下線は原告訴訟代理人による。）。しか

しながら、本件除名処分は、原告が「規約」に反するとはいえず、「党

と国民の利益をいちじるしくそこなうとき」にも該当しない。  

ア ３条４項に該当しない  

そもそも、規約３条４項は、党に適用される基本であり、党員に

対して適用されるものでないことは、前述のとおりである。  

そればかりでなく、同項は、「党内に派閥・分派はつくらない」

と定めているところ、これに該当するというためには、原告が具体

的な「派閥」や「分派」を作ったという事実がなければならない。

同項にいう「分派」とは、被告の第２代日本共産党議長であった宮

本顕治の『日本共産党５０年問題資料２』（新日本出版社、１９９

４年）の定義によれば、「特定の政綱をもち、またある程度閉鎖的

となり、それ自身の党派的規律をつくろうと努力するグループ」を

いう。ところが、被告が主張する原告の行為①ないし③は、いずれ

も単なる言論活動にすぎず、具体的な「派閥」や「分派」を作る行

為ではない。仮に、被告が原告の行為①ないし③が「派閥」や「分

派」をつくったとすれば、その定義を明確に示すとともに、本件具

体的事実を適示のうえ、当てはめを行わなければならない。  

イ ５条２項に該当しない  

また、規約５条２項は、「党の統一と団結に努力し、党に敵対す

る行為は行わない」と定めているところ、「党に敵対する行為」と

は、「敵として、党と対立すること」を意味する。具体的には、日
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本共産党それ自体を否定し、その解体を目指す行為に限定される

べきである。  

しかし、被告が主張する原告の行為①ないし③は、いずれも原告

が党首に立候補するにあたって政策を主張したものにすぎず、「党

に敵対する行為」ではない。仮に、原告が「敵対」していたとすれ

ば、党内の他の党首候補者にとどまり、「党」それ自体ではありえ

ない。  

それにもかかわらず、被告が、原告の行為①ないし③や原告が党

首に立候補しようとすること自体を「党に敵対する行為」と理解し

ているのは、被告において、既に次の党首候補が内定しており、そ

こには何らの民主的な討論もなされていないことを裏付けている

と言わざるを得ない。  

ウ ５条５項に該当しない  

上記のとおり、規約５条５項第４文は、公序良俗に違反し、無効

であるが、仮に有効であるとしても、憲法が保障する権利を制約す

るものである以上、その適用範囲は限定されなければならない。  

たとえば、アイドルグループに所属していた者に対して「ファン

と性的な関係をもった場合」を禁止事項として定めた契約につい

て、「異性との合意に基づく交際（性的な関係を持つことをも含む。）

を妨げられることのない自由は、幸福を追求する自由の一内容を

なす」として、対国家との関係であれば憲法１３条の幸福追求権と

して保障されることを理由に、損害賠償請求ができる場合を「積極
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的に損害を生じさせようとして意図的に損害を生じさせようとの

意図を持って殊更にこれを公にした」などの「害意」がある場合に

限定をしている（東京地判平成２８年１月１８日労判１１３９号

８２頁・甲５）。  

また、規約５条８項は、「党の内部問題は、党内で解決する。」と

のみ定めており、「党の内部問題は、党内で解決し、党外にもちだ

してはならない」と定めていた旧規約の「党外にもちだしてはなら

ない」との文言を削除している。このことからも、規約５条５項第

４文が、出版を禁止する趣旨を含むものではないことは明らかで

ある。  

そもそも、原告の主張は、何ら「党の決定」に反するものではな

い。行為①については、「党首公選制をしない」という「党の決定」

なるものは一切存在しない。党綱領や党規約のどこを読んでも書

かれていないのである。被告は、本件除名通知書において「『党内

に派閥・分派はつくらない』という民主集中制の組織原則と相いれ

ない」と主張するが、そのような解釈が自明のものでないことは明

確である。こうしたことを理由に処罰をすることは、表現活動に対

する萎縮効果を生じさせるものである。  

また、行為②についても、１９６１年に定められた旧要綱は、日

米安保条約の即時廃棄を定めていたのに対し、２００４年に全面

改訂された新要綱においては、次のとおり全面改訂されている。  

３ 自衛隊については、海外派兵立法をやめ、軍縮の措置をとる。
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安保条約廃棄後のアジア情勢の新しい展開を踏まえつつ、国民

の合意での憲法第九条の完全実施（自衛隊の解消）に向かって

の前進をはかる。  

この記述からも明らかなように、被告は、２００４年時点で、「安

保条約廃棄」前の段階を観念するとともに、この段階においては自

衛隊の存在を前提とした「自衛隊活用論」が打ち出されている。換

言すれば、２００４年の新綱領では、次の三段階が想定されている

のである。  

第１段階（安保条約廃棄前）＝自衛隊活用論  

第２段階（安保条約廃棄後）＝自衛隊の解消に向けた取り組み  

第３段階（憲法第９条の完全実施）＝自衛隊の解消の実現  

実際に、２０１５年１０月１５日、当時被告の党首であった志位

和夫氏も、「日本に対する急迫・不正の主権侵害など、必要にせま

られた場合には、この法律にもとづいて自衛隊を活用することは

当然のことです」と自衛隊の合憲性を前提とする自衛隊活用論を

主張し（下線は原告訴訟代理人による。）、また、「日米安保条約に

かかわる問題は『凍結』するということになります」として、第１

段階においては日米安保条約を維持することを前提とする発言を

している（２０１５年１０月１７日付「しんぶん赤旗」）。  

こうした志位氏の発言を前提とすれば、被告において、原告の行

為②に関し、「核抑止抜きの専守防衛」を認めてはならない、「安保

条約堅持」を主張してはならない、自衛隊合憲を主張してはならな
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いという「党の決定」は、少なくとも、２００４年の新綱領以降に

は、何ら存在しないのである。そのため、原告の行為②が「党の決

定」に反するものでないことは明らかである。  

仮に、原告の行為②が「党の決定」に反するのであれば、志位氏

のこれらの発言も「党の決定」に反するものとして、除名処分の対

象にならなければならないが、そうした事実は存在しない。  

これに加えて、原告は、行為①ないし③につき、党首として立候

補するための政策の表明行為にすぎず、党に対する害意をもって

なされたものではない。  

したがって、本件各行為が５条５項に該当するとはいえない。  

エ  「党と国民の利益をいちじるしくそこなうとき」にも該当しな

い  

上記のとおり、党員に対する処分をするためには、「党員が規約

とその精神に反」するだけでなく、「党と国民の利益をいちじるし

くそこなうとき」でなければならない（規約４８条）。  

ところが、被告は、本件除名通知書において、当該要件に該当す

る事実を一切主張していない。また、原告には、当該要件に該当す

る行為をした事実もない。このように、被告が当該要件の該当性す

ら検討をした記録がない以上、本件除名処分が処分要件を欠くこ

とは明らかである。  
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⑹ 規約４９条、５４条違反  

規約は、「規律違反の処分は、事実にもとづいて慎重におこなわな

くてはならない。」（４９条）、「除名は、党の最高の処分であり、もっ

とも慎重におこなわなくてはならない。」とも定めている（５４条第

１文）。そのため、本件除名処分をするにあたっては、単に規約違反

が認められるだけでなく、除名処分をすることがやむを得ないとい

う特段の事情が存在しなければならない。  

しかしながら、被告の主張する原告の各行為は、いずれも規約に

おける処分要件に該当しないばかりか、万が一、該当するとし得る

としても、各規約が禁止する核心的な行為ではなく、周辺部分に関

する行為に留まる。  

したがって、比例原則の観点から、もっとも慎重に行ったという

ことはできず、本件除名処分は無効であるといわなければならない。 

５ 小括  

以上のとおり、本件除名処分は、手続上において重大な違法がある

うえ、立候補妨害として公序良俗に違反するとともに、処分要件も満

たさないことから、実体上も重大な違法があるものとして無効である。 

 

第４ 本件損害賠償請求が認められるべきこと  

１ 緒論  

前記のとおり、被告が下した本件除名処分及び本件除名処分の再審
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査請求には手続上及び実体法上の重大な違法があり、原告の適正な手

続により審査される利益等が侵害された。加えて、被告発行の新聞記

事により、原告の名誉及び信用等が低下した。そこで、原告は被告に

対し、当該損害の賠償請求も併せて行う。  

 

２ 本件除名処分等は政党の内部規律の問題にとどまらず、政党の自

律的な判断に委ねるべき事項ではないこと  

上記（第３の２⑷イ）のとおり、裁判所は、本件除名処分につき、上

記の手続的違法事由だけでなく、実体的違法事由についても、全面的

に司法審査をすることができるところ、このことは、損害賠償請求に

おいても変わることはない。  

なお、地方議会における懲罰に関する国家賠償請求の当否の判断方

法につき、名張市議会最判（最１小判平成３１年２月１４日民集７３

巻２号１２３頁）は、当該措置が議会の内部規律の問題にとどまる限

り、議会の自律的な判断を尊重し、これを前提として請求の当否を判

断すべきであると判示しているが、当該判決は、令和２年最大判によ

る判例変更よりも前である。令和２年最大判を前提とすれば、地方議

会については「一定の裁量」が認められる余地はあるが、政党に裁量

を認める憲法上の根拠は何ら存在しないことも、前述のとおりである。 
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３ 本件除名処分による原告の手続的利益等の侵害  

⑴ 被告による原告の権利利益の侵害  

上記第３で詳述のとおり本件除名処分は無効であるところ、被告

は、除名という最も重い処分を回避しようとすることなく本件除名

処分を行ったことは明らかである。  

加えて、第３の３のとおり本件除名処分をするに至った調査が不

十分であること、本件除名処分を決する会議で意見を述べる権利行

使の機会を原告に付与しなかったこと、再審査請求において原告に

弁明の機会を付与しなかったこと等の手続不備により、原告は本件

除名処分を適正な手続により審査される利益を侵害された上、多大

な精神的損害を被った。  

⑵ 損害の発生及び額：１１０万円  

ア 慰謝料：１００万円  

被告の本件除名処分及び再審査の却下により原告に生じた手続

的利益の侵害、多大な精神的苦痛ならびに再審査請求及び本訴訟

提起等の対応を慰謝料として金銭に換算すれば、１００万円は下

らない。  

イ 弁護士費用：１０万円  

原告は本訴訟の追行を弁護士に委任していることから、少なく

とも弁護士費用として上記金額の１割の１０万円が本件除名処分

等と因果関係のある損害として認められる。  
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４ 党機関紙の記事公表による名誉・信用の毀損、人格権侵害  

⑴ 原告の社会的評価を低下させる事実又は意見ないし論評の流布  

被告の中央指導機関である日本共産党中央委員会（以下「被告中

央委員会」という。）は、被告中央委員会の機関紙であるしんぶん赤

旗に、別紙「本件名誉毀損行為一覧表」記載のとおり、原告の社会的

評価を低下させる事実又は意見ないし論評を掲載した（甲６の１乃

至６の５。以下「本件名誉毀損行為」という。）  

⑵ 本件名誉毀損行為による原告の社会的評価の低下  

被告は、上記をいずれもしんぶん赤旗という新聞媒体に掲載して

いるところ、原告の社会的評価の低下については一般読者の普通の

注意と読み方を基準として決する（最３小判昭和３１年７月２０日

民集１０巻８号１０５９頁）。  

ア 本件記事①  

本件記事①は原告が綱領を真剣に学んだことがないことを趣旨

とするものであり、一般読者の普通の注意と読み方を基準とすれ

ば原告が被告の綱領を真剣に学んだことのない、不誠実な党員で

あるとの事実を摘示するものであり、原告の社会的評価が低下し

ている。  

この点、被告中央委員会は、被告の綱領が日米安保条約の廃棄を

掲げていること、原告が書籍内で日米安保条約を堅持することを

主張していることを理由に本件記事①を掲載している（甲６の１）。 
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しかし、原告は５０年近くにわたって被告に所属していた上、党

員として党本部に勤務したほか、政策委員会では安全保障及び外

交を担当し、安保外交部長という要職にも就いた経験がある。かか

る経験を積むためには、被告による決定が必要であることから、原

告が被告の綱領を真剣に学び、十分に理解していることは被告及

び被告中央委員会にとっても公知の事実である。  

イ 本件記事②  

まず、日本共産党に対する攻撃・かく乱者としての姿をあらわに

するものという表現は、一般読者の普通の注意と読み方を基準と

すれば原告が被告を攻撃し、かく乱するといういたずらに被告を

混乱させる人物であるとの事実を摘示するものであり、原告の社

会的評価が低下している。  

次に、善意の改革者を装っているがその正体は何であるか明ら

かという表現については、前述のとおり、原告が被告に対する攻

撃・かく乱者としての姿をあらわにするものという表現に加えて、

本件記事③で“善意”のかけらもないこと、本件記事④で悪意ある

行動だと原告についてそれぞれ表現していることも併せ考えると、

一般読者の普通の注意と読み方を基準とすれば、原告が被告に害

を加える意図で行動する人物であるという事実を摘示するもので

あり、原告の社会的評価が低下している。  

この点、被告中央委員会による上記摘示は、原告が２０２３（令

和５）年２月６日に行った会見における次の発言に依拠している

（甲６の２）。  
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「私がいいたいのは、（離党について）いや早まるなと、ぜひ党

にとどまって来年１月の党大会に代議員として出て、そのとき除

名は反対だという意思を表示してほしい。同時にそこで党首公選

も一緒に議決したらいい。  

私としてはこれから１年近くあるわけですから、全国の党員に

呼びかけていきたい。そのためにこの１年を全力でたたかいぬき

たい」  

原告の上記発言は、自らの除名処分に反対の意思表示を希望す

ることと、党首公選制の議決についての提案である。  

まず、除名処分への反対の意思表示は、再審査請求という党規約

５５条に基づく手続を履践することについてのものであり、当事

者以外の他の代議員の意見表明は党規約において禁じられていな

い。  

党首公選の議決についても、「議決したらいい」という発言から

も明らかなとおり、党の規約に基づいた、党大会での議決について

の発言である。  

以上より、原告の言動は被告を攻撃及びかく乱するものでもな

ければ、被告に害を加える意図を有するものでもない。  

ウ 本件記事③  

本件記事③は本件記事②と同様、一般読者の普通の注意と読み

方を基準とすれば原告が被告を攻撃し、かく乱するといういたず

らに被告を混乱させる人物であるとの事実を摘示するものであり、
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原告の社会的評価が低下している。  

被告中央委員会は、除名処分の再審査を求めること、同調する党

員に除名に反対する意思表示をする旨呼びかけたことを根拠とし

ている。  

しかし、再審査請求が党規約に基づく正当な権利であることは

上記のとおりであるから、これをもって被告を攻撃及び混乱させ

る人物であるとは到底いえない。同調する党員への呼びかけも、他

の代議員の意見表明は党規約において禁じられていないのである

から同様である。  

エ 本件記事④  

真面目な人のやることじゃないという表現は、一般読者の普通

の注意と読み方を基準とすれば原告が不真面目な人物であるとい

う事実を摘示するものであり、原告の社会的評価が低下している。 

被告中央委員会は、外からいきなり攻撃すると記載しており、原

告が『シン・日本共産党宣言  ヒラ党員が党首公選を求め立候補す

る理由』（甲１）を刊行したこと等を根拠としていると思われる。 

しかし、原告は外部で自身の意見を表現しただけに過ぎず、被告

を攻撃していない。仮に原告の表現行為が攻撃にあたるとしても、

外部から攻撃することと不真面目であることには明確な繋がりが

無く、論理が飛躍している。  
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オ 本件記事⑤  

まず、本件記事⑤のうち、党の自律的ルールである規約を破壊す

る行為及び卑劣なやり方という表現は、一般読者の普通の注意と

読み方を基準とすれば、原告が被告の規約を破壊し混乱させる意

図を有する危険な人物であることならびに正々堂々していない人

物であるとの事実を摘示するものであり、原告の社会的評価が低

下している。  

被告中央委員会は、原告が他の党員に対して、原告に同調する党

員には、党大会で除名に反対だという意思を表示してほしいと記

者会見で表明したこと、党指導部の方針に反対していても明確に

反対すると言わないやり方もあると自身のブログに記載したこと

を根拠としている。  

しかし、原告が被告の規約を破壊し混乱させる意図を有する危

険な人物ではないことは本件記事②のとおりである。そもそも原

告は、自らの同調者を党内につくろうとしているのではなく、既に

同調している党員に対しその旨を表明してほしいというものであ

るから、前提事実に誤りがある。卑劣なやり方という表現について

も、原告は秘密裏に他の党員に指示したのではなく、被告を含む誰

もが見られる自身のブログ上で公表している上、原告の提案は、本

心を隠して党大会代議員になれというものではなく、明確に意見

として表明しないというものに過ぎないのであるから、卑劣であ

るどころかむしろ正々堂々としていることは明らかである。  

次に、本件記事⑤のうち、「除名の再審査」を求める資格そのも
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のを厳しく問うという表現は、あたかも原告が除名の再審査を求

める資格すら有しない人物であるとの事実を摘示し、やはり原告

の社会的評価が低下している。  

しかし、再審査を請求する資格については党規約に制限が無い

ため、前提とする事実に誤りがある。  

⑶ 損害の発生及び額：４４０万円  

ア 慰謝料：４００万円  

名誉毀損における損害額は「名誉毀損による損害について加害

者が被害者に対して支払うべき慰謝料の額は、事実審の口頭弁論

終結時までに生じた諸般の事情を斟酌して裁判所が裁量によって

算定するもの」とされており（最３小判平成９年５月２７日民集５

１巻５号２０２４頁）、御庁の裁量で算定される。  

もっとも、名誉毀損の慰謝料額の算定式は、名誉毀損による損害

賠償請求の各判決を分析に基づき「被害者属性別中央値±伝播性・

影響力の強弱±加害行為の悪質性」とされている（甲７）。以下、

当該算定式に基づき、本件名誉毀損行為により原告に生じた慰謝

料額が最低でもいくらになるかを算出する。  

（ア）被害者属性別中央値  

原告は共産党員であるほか、ジャーナリストでもあり、著名人

であるから、被害者属性別中央値は１００万円である。  

（イ）伝播性・影響力の強弱  
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本件名誉毀損行為は、新聞という社会的信頼性が高く影響力

の強い媒体に加え、世界中の人が２４時間アクセス可能なインタ

ーネット上でも行われており、伝播性・影響力が極めて強いもの

である。すなわち、しんぶん赤旗は、前述したとおり、第三種郵

便で公的な補助を受けて安価に郵送できる新聞メディアであり、

全国の自治体図書館や大学図書館など党外の公の施設や文教施

設等でタイムリーに閲覧可能であり（しかも１年間や数か月間は

バックナンバーとして閲覧可能な状態に置かれる）、かつ、個々

の除名した党員に関する事項について詳細に書いている党発行

の新聞媒体は他に例がなく、さらにインターネット版もあること

から、その公的・社会的な影響力は極めて大きい。原告に対する

本件除名処分は、しんぶん赤旗という新聞メディアをもって党

外・全国に広くタイムリーに、また何度も拡散され続けているの

であって、伝播性・影響力は非常に強い。  

（ウ）加害行為の悪質性  

被告中央委員会は本件名誉毀損行為を計５回も、２０２３（令

和）５年１月２１日から同年１２月１日と長期間に断続的に、執

拗に行っている（甲６の１乃至６の５）。  

また、本件名誉毀損行為は、現在６９歳の原告が、５０年近く

と人生の大部分を共産党員として過ごしてきた原告の本質に対

し、原告が共産党を破壊等しようとする人物であると摘示し原

告のアイデンティティーを全面的に否定するものであり、極め

て悪質と言わざるをえない。  
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（エ）損害額  

以上のとおり原告が著名人であること、本件名誉・信用毀損行

為の強い伝播性及び行為の悪質性等諸般の事情を斟酌すれば、

原告に生じた損害はどれだけ少なく見積もっても４００万円を

下らない。  

したがって、原告に生じた精神的苦痛は甚大なものであるが、

あえて慰謝料として金銭的に換算すれば、少なくとも４００万

円である。  

イ 弁護士費用：４０万円  

前記同３（２）イ同様、原告は本訴訟の追行を弁護士に委任し

ていることから、少なくとも弁護士費用として上記金額の１割の

４０万円が本件名誉・信用毀損行為と因果関係のある損害として

認められる。  

５ 被告は原告に５５０万円を支払うべきである  

以上のとおりであるから、原告に生じた手続的利益の損害及び名

誉・信用毀損により生じた精神的苦痛並びに社会的評価の低下等の損

害を金銭的に換算すれば、少なくとも５５０万円は下らない。  

 

第５ 結語  

よって、原告は、被告の党員たる地位にあることを確認すると共に、被

告に対し、５５０万円及びこれに対する令和５年２月５日から支払い済み
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まで民法所定の年３分の割合による遅延損害金の支払を求める。  

 

以上  

 

証 拠 方  法  

証拠説明書記載のとおり  

 

附 属 書  類  

１ 訴状副本               １通  

２ 甲号証写し            各２通  

３ 証拠説明書             ２通  

４ 資格証明書             １通  

５ 訴訟委任状             １通  
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別紙 本件名誉毀損行為一覧表  

記事  発行日  記事内容抜粋  証拠番号  

本件記事①  ２０２３（令和５）

年１月２１日  

「…いったい松竹氏は、長

い間党に在籍しながら、綱

領を真剣に学んだことがあ

るのでしょうか。」  

甲６の１  

本件記事②  ２０２３（令和５）

年２月８日  

表題：党攻撃とかく乱の宣

言─松竹伸幸氏の言動につ

いて  

「…松竹伸幸氏が６日、日

本記者クラブで「会見」し

ました。その内容は、日本

共産党に対する攻撃・かく

乱者としての姿をあらわに

するものとなっています。」 

「…松竹伸幸氏は、日本共

産党に対する「善意の改革

者」を装っていますが、そ

の正体が何であるかを自ら

告白したものといえましょ

う。」  

甲６の２  
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本件記事③  ２０２３（令和５）

年２月１９日  

表題：松竹氏  党かく乱者

であることを告白  

「…松竹伸幸氏は、“善意の

改革者”を装っていますが、

党の破壊者・かく乱者であ

ることをみずからの言動で

明らかにしています。」  

「…党の最高機関である党

大会のかく乱を企図し、表

にあらわれない形で、みず

からを支持するグループ＝

分派をつくるための活動を

はじめたことを告白したも

のにほかなりません。」  

「“善意”のかけらもないこ

とはあまりにも明白です。」 

甲６の３  

本件記事④  ２０２３（令和５）

年２月２６日  

「外からいきなり攻撃する

というのは、これは真面目

な人のやることじゃない。

悪意ある行動だと私たちは

断ぜざるを得ないのであり

ます。」  

甲６の４  
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本件記事⑤  ２０２３（令和５）

年１２月１日  

「松竹氏が行っている党内

に自らの同調者をつくろう

という活動は、「党内に派

閥・分派はつくらない」（第

３条）と明記した規約に反

する行動を行うよう、党員

にけしかけるものであり、

党外から、わが党の自律的

ルールである規約を破壊す

る行為です。」  

「“本心を隠して党大会代

議員になれ”と「指南」す

ることは、党内の率直で民

主的な討論を、二心的な議

論に置き換えようという、

たいへんに卑劣なやり方と

言わなければなりません。」 

「松竹氏が行っている卑劣

な党破壊とかく乱の行動

は、「除名の再審査」を求め

る資格そのものを厳しく問

うものとなっているといえ

ましょう。」  

甲６の５  
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（別紙）  

当 事 者 目 録  

〒  

 

原告         松竹  伸幸  

〒１０３－００１３  

東京都中央区日本橋人形町１丁目８番４号  

東商共同ビル８階  

永世綜合法律事務所（送達場所）  

上記訴訟代理人弁護士   平  裕介  

（連絡担当）同   弁護士     堀田  有大  

電 話  ０３－６８１０－９１１１  

ＦＡＸ  ０３－６８１０－９１１３  

〒９３０－００６６  

富山県富山市千石町六丁目１番１号  

法律事務所Ｚ  北陸オフィス  

同   弁護士     伊藤  建  

電 話  ０７６－４８６－９８２５  

ＦＡＸ  ０７６－４６４－４１１８  
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〒１５１－８５８６  

東京都渋谷区千駄ケ谷四丁目２６番７号  

被告     日本共産党  

上記代表者  日本共産党中央委員会議長     志位  和夫  


